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第２部 京都府環境行政を巡る情勢

第１章 法制度等の動き

今日の環境問題は、大量生産・大量消費・大量廃棄型経済社会を基本とする事業活動や日常生活に

伴う環境負荷の増大に起因するところが多く、現在の経済社会システムやライフスタイルの見直しが

不可欠となっています。

このため、国においては環境への負荷の少ない持続可能な経済社会への転換を進めていくため法制

度の整備等を進めてきています。

特に、12年の循環型社会形成推進基本法の制定を契機に、建設廃棄物や食品廃棄物、グリーン購入

等に係る新たな法律が制定され、その後も自動車リサイクル法が制定されるなど、循環型社会形成に

向けた枠組みが整備されました。

また、税制面では、環境税導入に向けての議論が高まっており、13年度から自動車税制のグリーン

化（自動車税及び自動車取得税について、環境負荷の小さい自動車を購入する場合は軽課、環境負荷

の大きい場合は重課）が行われるとともに、総務省や環境省では環境税のあり方について検討をして

います。その他、都道府県を中心に、地方分権一括法で新設された法定外目的税を、環境政策面で活

用しようとする動きが活発化しています。三重県では、14年４月から産業廃棄物税を施行し、岡山、

広島、鳥取の３県が共同で15年４月からの導入を予定しているほか、北九州市や東北３県（青森、岩

手、秋田）においても産業廃棄物を対象とした新税の条例が制定されています。京都府においても12

年５月に庁内関係課による「税制検討会」を設け、産業廃棄物を削減して循環型社会を形成するため

の法定外目的税について検討しています。

表２－１ 最近の環境関連法制度等の動き

年月 事   項 意 義 ・ 概 要 等

平成
５．11 環境基本法　制定 　国全体の環境施策の基本的方向を示す。

（完全施行　６年８月）

７．６ 容器包装リサイクル法　制定
（完全施行　12年４月）

９．６ 環境影響評価法　制定
（施行　11年６月）

　　 廃棄物処理法　改正
（完全施行　10年12月）

10．６ 家電リサイクル法　制定
（完全施行　13年４月）

省エネルギー法　改正
（施行　11年４月）

　　10 地球温暖化対策推進法　制定
（施行　11年４月）

　廃棄物焼却施設の管理基準や規制の強化、管理・処理基準違反に対する
罰則の強化、マニフェスト制度の導入などを追加。

　トップランナー方式の導入による自動車・電気機器等のエネルギー消費
効率の更なる改善の推進。工場・事業場でのエネルギー使用合理化の徹
底。

　温室効果ガスの排出抑制に向け、国の基本方針や地方自治体や事業者、
国民の役割を明記。地方自治体や大規模事業者には排出抑制計画策定や実
施状況の公表を求め、国民に対しては国･地方自治体が指定する地球温暖
化防止活動推進センターの設置により、普及･啓発、情報提供等を行う。

　従来の公害対策、自然環境保護等の枠を越え、環境行政を総合的に推進
していくための法制度として整備。

　廃棄物の減量・リサイクルを推進するため、容器包装ごみについて消費
者・市町村・事業者の役割分担を規定。
　容器包装廃棄物の消費者・市町村による分別収集、事業者による再商品
化等を品目別に義務付け。

　これまでの閣議決定（59年）に基づく運用から法制度として整備され
た。国の開発行為に対し環境アセスメントが法制度として行われることと
なった。

　冷蔵庫・テレビ・エアコン・洗濯機の４家電品目に対しリサイクルを義
務付ける法律。消費者は廃棄時にリサイクル費用を負担する。

　地球温暖化に係る二酸化炭素の発生源であるエネルギーの使用量抑制と
して、エネルギーの使用合理化の推進。



- 14 -

(注 )法令名は通称を用いている。正式名称は以下のとおり。
容器包装リサイクル法＝「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律」
家電リサイクル法＝「特定家庭用機器再商品化法」

年月 事   項 意 義 ・ 概 要 等

11．７ ダイオキシン類対策特別措置法　制定
（完全施行　14年12月）

ＰＲＴＲ法　制定
（完全施行　14年１月）

中央省庁改革関連法　制定 　中央省庁の再編等を規定、2001(13)年から「環境省」発足。

12．５ 建設リサイクル法　制定
（完全施行　14年５月）

グリーン購入法　制定
（完全施行　13年４月）

　　６ 循環型社会形成推進基本法　制定
（完全施行　13年１月）

廃棄物処理法　改正
（完全施行　13年４月）

食品リサイクル法　制定
（完全施行　13年５月）

　　 資源有効利用促進法　改正
（施行　13年４月）

13．６ フロン回収破壊法　制定
（完全施行　14年10月）

自動車ＮＯｘ・ＰＭ法　改正
(施行　14年10月)

ＰＣＢ特別措置法　制定
（施行　13年７月）

14．５ 土壌汚染対策法　制定
（施行　15年２月）

　　６ 地球温暖化対策推進法　改正

　　７ 自動車リサイクル法　制定
（一部施行　15年１月）

　環境汚染につながる化学物質の排出量の届出を企業に義務付け、国民に開
示する法制度。第１種指定化学物質を扱う事業者が届出義務の対象。排出
データは各所管省庁で管理され、企業秘密以外のデータが国民に開示され
る。

　名称を「自動車ＮＯｘ法」から改正。特定地域における自動車排出ガスに
含まれる窒素酸化物の更なる削減と、新たにディーゼル車から排出される粒
子状物質の削減を目的に改正。特定地域の追加（京都府は特定地域に含まれ
ない）。

　形成すべき「循環型社会」の姿を明確に提示した基本的な枠組み法。処理
に係る優先順位を法定化し、循環型社会形成に向けての国、地方公共団体、
事業者及び国民の役割を明確化。

　廃棄物の発生抑制と適正なリサイクルや処分の確保を目的に法改正。国は
廃棄物の減量その他廃棄物の適正な処理に関する基本方針を策定し、都道府
県は基本方針に即し廃棄物処理計画を策定する。廃棄物処理施設の整備促進
や不適正処理防止についても規定。

　食品の製造・販売事業者、レストランなどに食品残さの発生抑制やリサイ
クルなどを義務付ける法制度。国は食品廃棄物の再生利用等を推進するため
の基本方針を作成し、食品関連事業者は基準に従い再生利用等を実施する。

　名称を「再生資源の利用の促進に関する法律」から改正。製品の省資源
化・長寿命化による廃棄物の発生抑制、部品等の再使用や事業者による回
収・リサイクルを義務付ける法改正。

　使用済み自動車のリサイクル・適正処理を図るため、自動車製造業者、引
取業者、解体業者、破砕業者及び所有者等に、適切な役割分担を義務付け。

　建設工事の受注者などに、建築物などの分別解体や建設廃棄物のリサイク
ルなどを義務付ける法制度。国は分別解体及び再資源化等の促進等の実施に
関する基本方針を策定し、都道府県は基本方針に即し実施に関する指針を策
定する。

　国等の公的部門が率先して環境負荷低減製品等の調達を推進する法制度。
併せて、環境負荷低減製品等に関する情報の提供等の措置を規定。

オゾン層の破壊や地球温暖化を招くフロンを大気中にみだりに放出すること
を禁止するとともに、機器の廃棄時における適正な回収及び破壊処理の実施
等を義務付け。

　国民の健康の保護を目的に、ダイオキシン類に関する施策の基本とすべき
基準、必要な規制、汚染に係る措置等を定めた法律。
　耐容１日摂取量や環境基準の設定、都道府県レベルでの総量規制基準の設
定や常時監視・調査の実施、健康被害への検討などを規定。

　ＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理を推進するため、ＰＣＢ廃棄物を所有
する事業者等に、保管状況等の届出や法施行後15年以内の適正処分等を義務
付け。

　京都議定書の締結に伴い、同議定書の的確かつ円滑な実施を確保するた
め、京都議定書目標達成計画の策定、計画の実施の推進に必要な体制の整
備、温室効果ガスの排出の抑制等の施策等を明文化。

　土壌汚染による健康被害を防止するため、汚染原因者等に対し、汚染の除
去等の措置命令、汚染の除去等の措置に要した費用の請求等を命ずることと
した。
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省エネルギー法＝「エネルギーの使用の合理化に関する法律」
地球温暖化対策推進法＝「地球温暖化対策の推進に関する法律」
ＰＲＴＲ法＝「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」
建設リサイクル法＝「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」
グリーン購入法＝「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」
廃棄物処理法＝「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」
食品リサイクル法＝「食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律」
フロン回収破壊法＝「特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律」
自動車ＮＯｘ・ＰＭ法＝「自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総

量の削減等に関する特別措置法」
ＰＣＢ処理法＝「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」
自動車リサイクル法＝「使用済自動車の再資源化等に関する法律」


